
◎人事訴訟法等の一部を改正する法律 
（平成三〇年四月二五日法律第二〇号）   

一、提案理由（平成三〇年四月四日・衆議院法務委員会） 

○上川国務大臣 人事訴訟法等の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説

明いたします。 

 この法律案は、国際的な要素を有する人事に関する訴え及び家事事件の適正かつ迅速

な解決を図るため、これらの訴え等に関して日本の裁判所が管轄権を有する場合等につ

いて定めることを主な内容とするものであります。 

 現在、国際的な人の移動が活発化したことによる家族関係の国際化に伴い、多岐にわ

たる国際的な家庭に関する事件が生じておりますが、現行の人事訴訟法及び家事事件手

続法には、いかなる場合に日本の裁判所が管轄権を有するかについて明文の規定は存在

しません。そこで、その基準を明確にし、当事者の予測可能性及び法的安定性を担保す

る必要があります。 

 この法律案は、国際的な要素を有する人事に関する訴え及び家事事件について、日本

の裁判所が管轄権を有する場合等を定めるものであり、その適正かつ迅速な解決に寄与

するものと考えております。 

 その要点は、次のとおりであります。 

 第一に、この法律案は、人事訴訟法の一部を改正して、人事に関する訴えについて日

本の裁判所が管轄権を有する場合等を定めることとしております。 

 具体的には、人事に関する訴えは、身分関係の当事者である被告の住所が日本国内に

ある場合や身分関係の当事者の双方が日本の国籍を有する場合等に、日本の裁判所に提

起することができるものとしております。 

 第二に、この法律案は、家事事件手続法の一部を改正して、養子縁組をするについて

の許可の審判事件、特別養子縁組の離縁の審判事件、親権に関する審判事件、相続に関

する審判事件、家事調停事件等の家事事件について、その申立てに係る事件の類型ごと

に日本の裁判所が管轄権を有する場合を定めることとしております。 

 第三に、この法律案は、民事執行法の一部を改正して、外国裁判所の家事事件におけ

る裁判についての執行判決を求める訴えは、原則として、家庭裁判所が管轄することと

しております。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成三〇年四月一〇日） 

○平口洋君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国際的な要素を有する人事に関する訴え及び家事事件の適正かつ迅速な解決

を図るため、これらの訴え等に関して日本の裁判所が管轄権を有する場合等について定



めようとするものであります。 

 本案は、去る四月三日本委員会に付託され、翌四日上川法務大臣から提案理由の説明

を聴取し、六日、質疑を行い、採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべき

ものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院法務委員長報告（平成三〇年四月一八日） 

○石川博崇君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国際的な要素を有する人事に関する訴え及び家事事件の適正かつ迅速な

解決を図るため、これらの訴え等に関して日本の裁判所が管轄権を有する場合等につい

て定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、これまでの実務における国際裁判管轄の判断方法と今回明文

化することの意義、国際裁判管轄の合意に関するハーグ条約を我が国が締結していない

理由、日本の裁判所が管轄権を有する場合の被告が行方不明であるときの定義等につい

て質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


